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イングランドにおける受胎調節運動

柳 田 芳 伸

訳者緒言

ここに訳載しようとするのは、定価６ペンスの How-Martin, Edith ed., The

Birth Control Movement（London: John Bale, Sons & Danielsson, Ltd.,１９３０），

３１ppの全訳である１。この冊子を一言に約するなら、簡潔にして要を得た

近代イングランドの受胎調節史と言える。しかも本冊子の記述の幾つかは

現在の研究書の中でも引用され、貴重な情報源の１つになっている２。

とはいえイングランドの受胎調節の歴史を詳細にかつ克明に辿どりたい

と考えている人にとっては、本冊子はもはや不十分で、物足りないと実感

されるものかもしれない。そこで、訳出するにさいしては、訳者の管見の

及ぶ限りで、その都度訳注を施し、その不備を多少なりとも補正しようと

努めた。これによって、読者の方々が近年のぼう大で、重厚な諸成果３に

立ち向っていかれるさいに、この拙訳が１つの標柱になればと思う。

さて、図１からわかるように、イングランドの出生率は、大要、１８１０年

代の中頃よりゆるやかに下落し始め、わけても１９世紀末から１９３０年にかけ

て急速に減少したと概括できる。これは近代化によって１８８０年頃から始

まった乳幼児死亡率の低下に伴い、受胎調節が下層階級の生活の中に次第

に普及し始めたことを主因としているように推測される４。つまり、「家族

制限の運動は、実際にはやっと１８７０年代に始まり、しかも当初は主として

社会の比較的裕福な部分において行なわれた…ずっと時代が下って非特権
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的社会集団にまで広がった」５と考えられる。

またこの普及過程において、禁欲や部分的禁欲（非科学的な安全日の利

用）を別にすれば、受胎調節の手段が夫（男性）による晩婚、性交中断、

コンドームの装着から、妻（女性）による洗浄法やスポンジの利用、ペッ

サリーの装着へと推移していった６。このことは、１９世紀末から２０世紀初

頭にかけての専業主婦の広範な出現を背景７にして、女性たちが「精神的

で知的な愛」に基づく「相互に愛し合い、尊敬し合う」結婚生活を強く求

め、自分や家族のために進んで出産を調節しようとしていた８ことの１証

左となろう。本冊子は何よりもまずこうした当時の潮流を色濃く反映して

いると考えられる。

また本訳では、birth controlを定訳である「産児調節」ではなく、あえ

て「受胎調節」と訳した。それは、ハウ・マーティンがM．サンガーを敬

服していたことと関連する。すなわち、サンガーがそもそも birth control

という用語を創案し、それを中絶（堕胎）を不要とするための避妊という

図１ イングランドの総再生産率（１女性が生涯に産む女児数）の
推移（１７５１‐１９７６年）

（出典）Cook, Hera, The Long Sexual Revolution (Oxford: Oxford Univ. Press,２００４），
p．１２より。
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語義で使用した９。この点、ハウ・マーティンはサンガーの用法にならっ

ている。訳者はこう理解して、一貫して「受胎調節」と翻訳している。

序言の最後として、編者のハウ・マーティン（How-Martyn, Edith,１８７５‐

１９５４）の生涯（図２を参照）にも言及しておきたい。ハウ・マーティンは

１８７５年の６月１７日にケント州のエリス（Erith）で生れた。父親は食料品店

を営んでいた。ハウ・マーティンは女性参政権運動を支持していたバス

（Bus, Frances, Mary,１８２７‐９４）が１８５０年に設立したハイスクールのノー

ス・ロンドン・コリージェイト・スクールで教育を受けた後、アベリスト

ウィスのユニヴァーシティ・カレッジで学び、そして１９０３年にロンドン大

学から学外学士（理学士）を授与され、ついで１９２２年には経済学の分野で

理学修士をも取得した。

その一方で、ハウ・マーティンは女性で初めて王立科学（数学、物理学）

学校の準会員となり、しばらくウェストフィールド・カレッジで数学の講

義をしたりもした。また１８９９年８月４日には、科学の教師であったマーティ

ン（Martyn, George Herbert）と結婚し、子供にこそ恵まれなかったが、そ

の後生涯を共にした。

烈女であったハウ・マーティンは女性社会政治連合の女性参政権運動に

加わり、１９０６年６月２１日に国会のロビーで１０演説をしようとして逮捕され、

拘置された。翌年、彼女は女性社会政治連合の強硬路線に幻滅し、今度は

図２ ハウ・マーティン

（出典）website（http://www.spartacus.schoolnet.co.uk/Wmartyn.htm）より。
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デスパート夫人（Despard, Charlotte,１８４４‐１９３９）らが結成した労働党との

連携の維持を図る女性自由連合へ参加し、それから１９１２年４月までその指

導者の１人として活躍した。その他、１９１８年に女性初の国会議員候補者と

して、ミドルセックスのヘンドンから立ったり、１９１９年から３年間ミドル

セックス州議会の議員を女性として初めて務めたりもした。

話頭を本冊子との関連に転じると、まず女性運動家であったハウ・マー

ティンが１９１０年にマルサス主義連盟に加入していることが注目される。と

いうのも１８９０年以降、フェミニストで受胎調節を支持する女性は増加しつ

つはあった１１とはいえ、フェミニストたちは概して新マルサス主義運動に

は冷淡で、なかには敵意を抱いている人さえいた１２からである。すなわち、

ハウ・マーティンは女性を男性に従属した性生活から解放するという立場

から、マルサス主義運動を支持し、マルサス主義連盟が１９２１年に受胎調節

相談所を開設するさいにも支援をおしまなかったのである。さらには自ら

も受胎調節の知識の国際普及のために、まず１９２７年にジュネーブに小さな

準備室を設け、ついで１９２９年にはロンドンのウェストミンスターに受胎調

節運動情報センターを開設した１３のである。

こうした過程で、ハウ・マーティンは１９１５年に、サンガーの「支援活動

の目的でウッドロー・ウィルソン〔Wilson, Thomas Woodrow,１８５６‐１９２４、

アメリカ第２８代大統領〕宛てにイギリスの著名人が署名した書簡を送る手

配をした」１４）りもした。その後も、ハウ・マーティンはサンガーが１９２７年

の世界人口会議を主催したり、あるいは１９３０年代中頃に受胎調節をインド

に広めたりしようとするさいの右腕として辣腕を振った１５。

このように受胎調節運動に尽力したハウ・マーティンは１９３９年になると

隠棲を願って夫と共にイギリスの地を離れ、ニュージーランドでの１年の

滞在を経て、オーストラリアのシドニーに移住し、１９５４年２月２日に脳卒

中で不帰の客となった１６。
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注

１ 厳密に言えば、本著作はハウ・マーティンとハバック（Hubback, Eva,１８８６‐１９４９）との共

著であるけれども、ここではハウ・マーティンの編著と表記した。

２ 例えば、Fryer, Peter, The Birth Controllers（London: Secker & Warburg,１９６５），p．３９９，McLaren,

Augus, Birth Control in Ninteenth England（New York: Holmes & Meier Publishers Inc.,１９７８），

p．２１１n．３８，Leathard, Audrey, The Fight for Family Planning（New York: Holmes & Meier Pub-

lishers Inc.,１９８０），p．２４０n．４＆ n．８，Soloway, Richard Allen, Birth Control and the Population

Question in England, 1877-1930（Chapell Hill: Univ. of North Carolina Press,１９８３），pp．３０８，３４６

n．９８，３６１n．１７等を参照。

３ まず手がかりになるのが、荻野美穂著『生殖の政治学』（山川出版社、１９９４年）の巻末に

付されている「文献案内」の諸文献である。これ以降の刊行のものの中では、Hall, Lesley

A., “Malthusian Mutations”, in Dolan, Brian ed., Malthus Medicine & Morality（Amsterdam: Clia

Medica,２０００），pp．１４１‐６３，Cook, Hera, The Long Sexual Revolution（Oxford: Oxford Univ. Press,

２００４），Fissel, Mary, E., Vernacular Bodies（Oxford: Oxford Univ. Press,２００４）等が目を引く。

４ シュライオック（Shryock, Richard Harrison）著大城功訳『近代医学の発達』（平凡社、１９７４

年）２７９頁、ならびにフランシーヌ・ヴァン・デ・クラ（Francine van de Walle）稿黒須里

美訳「人口転換と乳児死亡率」速水融編『歴史人口学と家族史』（藤原書店、２００３年）所

収、１４９、１５８、１７１、１７３頁を参照。

５ バンクス夫妻（J. A. and Olive Banks）著河村貞枝訳『ヴィクトリア時代の女性たち』（創

文社）９‐１０頁。

６ バンクス夫妻同上訳書１６２頁、および日本語序２頁。

７ オークレ（Oakley, Ann）著岡島茅花訳『主婦の誕生』（三省堂、１９８６年）６４‐６頁や、河村

貞枝・今井けい編『イギリス近現代女性史研究入門』（青木書店、２００６年）３９‐４２、１５３‐７

頁等を参照。

８ バンクス夫妻前掲訳書１４７頁、荻野前掲書３２頁、および河村・今井編前掲書３０３‐４頁を参

照。

９ 有賀夏紀著『アメリカ・フェミニズムの社会史』（勁草書房、１９８８年）１２０‐１頁を参照。

１０ この日に、種々な組織からの代表者３００人が当時の自由党首相であるキャンベル・バナマ

ン（Campbell-Bannerman, Sir Henry,１８３６‐１９０８）と話し合いをもったけれども、物別れに

おわり、これを機に女性参政権運動は暴動の時代の局面へと入った〔ストレイチー（Stra-

chey, Ray）著栗栖美知子・出淵敬子監訳『イギリス女性運動史』（みすず書房、２００８年）

２４８‐５１頁〕。

１１ バンクス夫妻前掲訳書１３１、１３４頁。

１２ 同上訳書１３８頁。

１３ このセンターは１９３０年にチューリヒで開かれた第７回国際受胎調節会議の後、サンガーが

理事長を務める受胎調節国際情報センターへと改組され、さらにまたこのセンターも１９３８
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年にイギリス受胎調節協会に統合された〔チェスラー（Chesler, Ellen）著早川敦子訳『マー

ガレット・サンガー』（日本評論社、２００３年）２８１、�頁〕。

１４ チェスラー同上訳書２２０頁。

１５ 同上訳書２２０、２６４‐５、２７４頁。

１６ ハウ・マーティンの小伝の記述にあたっては、Banks, Olive ed., The Biographical Dictionary

of British Feminists（Hertfordshire: Harvester Wheatsheaf,１９９０），Vol．２，pp．１０５‐６や、Diction-

ary of National Biography（Oxford: Oxford Univ. Press,１９９３），Vol．３７，pp．３２‐３等を参照した。
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凡 例

１．原文にある dashはその趣意を訳文に反映させることにし、

省略した。

２．注や〔 〕の中の文言はすべて訳者による付加説明である。

３．そう入されている図表はすべて訳者が適所と思われる個所に

便宜上そう入したものである。

序言

本小冊子に盛られている情報はメアリ・ブリート（Mary Breed）と編者

自身の手によって編集されています。そのさいに目標に掲げたのは、イン

グランドにおける今日に至るまでの受胎調節運動に関する有益で、正確、

かつ軽便な通観を与えることでした。人口問題、なかでも受胎調節の実行

によってもたらされる問題に対する公の関心は日ましに高まりつつありま

す。とりわけこの小冊子は海外の研究者によって至便でありましょう。

とてつもなく壮大な歴史がこのささやかな素描の中で紹介されているに

すぎません。けれども読者は現状を作り出してきた主要な出来事を理解さ

れましょう。

受胎調節の真摯な担い手の全員が現在願っている次のような思いは十分

に強調されていません。すなわち、保健省１）と公衆衛生の担当部局とは福

祉センター２）（welfare centres）において受胎調節の方法について尋ねてく

る既婚者たちに対して有益な情報を提供するのが望ましいことを公認すべ

きであるという願望であります。

小品を仕上げるのに細心の注意を払いましたけれども、ご高見や過誤の

ご指摘を賜りたく存じます。どうぞそれらを、１．S．W．ウェストミンスター、

庁舎、受胎調節運動情報センター内の編者にお寄せ下さいますよう。

エディス・ハウ・マーティン

１９２９年１１月。
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イングランドにおける受胎調節運動

古今東西を問わず、多くの大胆不敵な思索者たちが人口数や、個々人の

資質を人間の管理下に置くという社会状態や計画を空想してきました。改

革者や夢想家たちはつねに早世、疾病、飢餓、戦争、および野蛮状態によっ

てその夢を打ち砕かれてきました。プラトン（Plato,４２７‐３４７B.C.）以降

の夢想は世界をより幸福で、かつ健康な人種でひたすら充満する３）であり

ました。非常に緩徐ではありますが、経済状況と人間の情欲とは変更され

ることなくこうした方向へと進んできています。信頼に足る避妊法の発明

は新たな希望や試みをもたらしました。革命後のフランスでは、意識的な

調節が人口の広範な層で実施された４）結果、出生率が急速に下落しました。

少し後れて、受胎調節はオランダで実行されました５）。また合衆国でも散

発的な試み６）がなされました。

イギリスの起点

近代的な受胎調節運動は事実上、他のどの国々よりもイングランドにお

いて間断なく進展してきましたし、それにより科学的な進歩を遂げてもき

ました。トマス・マルサス牧師７）（Rev. Thomas Malthus,１７６６‐１８３４）が公

衆の衆目を引きつける新しい考えを実直に打ち出した人物で、１７９８年に『人

口原理に関する１論』を公刊して、今なお時代遅れでない論争を引き起こ

しました。彼の意見では、無制限な家族によって次から次へともたらされ

る不幸の数々に対する救済策として晩婚が推奨されました８）。急進的改革

者のフランシス・プレース（Francis Place,１７７１‐１８５４）は苦難にみちた人

生を送り、かつ労働者の実情にも通じていた９）ので、すぐさまマルサスの

考えに向き合うことができました。すなわち晩婚が不道徳を増大するであ

ろうという理由から晩婚という救済策を拒絶しました。その代りに、勇敢

にも「健康を損なわず、しかも女性の繊細さをも破壊しないような妊娠を
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免れる予防手段」の採用を提唱しました１０）。プレース自身は１９歳で結婚し１１）、

そのうちの５児が幼少時に夭逝しましたが、１５人の子供をもうけました。

彼が最初に受胎調節に関する実用的なビラを発行し１２）、しかもそれらを労

働階級の人々の間に頒布した人物の１人であったのはほぼ間違いありませ

ん。受胎調節の普及活動が大衆の道徳に害を及ぼそうとするものであると

の訴えが絶えなかったことを考え合わせれば、この初期の普及活動の確た

る目的が「若き男女に早婚を可能することで、その純潔を保持すること」

であったことを銘記しておかねばなりません。

さほど有名でない開拓者たちがマルサスやプレースの志を継ぎました１３）。

しかしブラドロー・ベザント裁判が１８７７年に突如として再燃させるまで世

間の関心は希薄でありました。１８７７年以降、受胎調節運動は着実に進んで

きています。

自由な討論を求めての戦い

この裁判までばかりか、その審理中においてさえも、妊娠調節に関する

書物や小冊子は自由に流通していました。けれども大衆の手許には届いて

いませんでした。受胎調節の原理が公衆に受け容れられ始めるのはチャー

ルズ・ブラドロー（Charles Bradlaugh,１８３３‐９１）とアニー・ベザント１４）（An-

nie Besant,１８４７‐１９３３）とが公然とその訴訟に挑んでからのことでありま

す。

受胎調節の知識がこの時まで知られていなかったと考える著述家たちは

この裁判の重要性についてあれこれと評論していますけれども、裁判は受

胎調節を著大に促進しました。まさしく１８７７年という年はわが国と多数の

諸外国との両方における出生率の顕著な低落の始期となりました。ノール

トン（Knowlton, Charles,１８００‐５０）の小冊子１５）はこの裁判で評判を博しま

した。このことだけでもこうした史実を物語っていましょう。

ノールトンの小冊子は家族制限の方法に関する実際的知識を提供しつつ、
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約４０年間、イングランドに流布してきました１６）。その間、この流通はある

ブリストルの出版業者１７）がわいせつだと訴えられた幾枚かの図版を綴じ込

んだ何冊かを販売に出すまでは１度も異議を申し立てられませんでした。

まずブリストルの出版人が告訴され、有罪の判決１８）をうけました。つぎに、

自由思想雑誌である『ナショナル・リフォーマー』の発行者も１９）この出版

で召喚され、無実を主張しました。このことは、ブリストルの訴訟で知れ

渡った図版の卑わいとは別で、書籍そのものの出版の自由に異議を唱えた

ものでした。チャールズ・ブラドローとアニー・ベザントはこの問題と戦

う決意を固めました。こうして２人はその本を印刷し、印刷したことや、

ある日時に、ある場所でそれを販売する予定である２０）ことを警察当局へ届

け出ました。２人は出頭を求められました。両人の起訴は明らかに受胎調

節の知識を公表する権利を含んでいました。２人は「若者の道徳を害し、

堕落させる」企みをなした罪や、人々を「下品で、みだらな、かつ不自然

で、不道徳な目的へ」と向かわせた疑いで、さらには人々を「いんびで、

放蕩、かつ貧窮究まりない状態に」導びいたというかどで告発されました２１）。

判事の即決は明らかに好意的なものでありましたけれども、陪審員は「有

罪」を評決しました２２）。控訴でその有罪判決は技術的な理由２３）によって破

棄されました。その本の出版権が無事に公認されると、ほどなくその本は

流通から回収されました。それからアニー・ベザントはそれを自著の『人

口の法則』（１８７９年１月）に取り替えました。しかし審理中に、『哲学の果

実』は燎原の火のごとく普及し、裁判以後の３年半のうちに、他の版を別

にしても、ブラドロー・ベザントの版だけで１８万５千部が市販されまし

た２４）。受胎調節に関する討論の自由に対する権利が確立されたかどうかは

別にせよ、この裁判はこの運動への大きな宣伝となりました。

翌年には、ブラドローの友人で同志のエドワード・ツルーラヴ（Edward

Truelove,１８０９‐９９）氏が受胎調節を支持したかどで罪に問われ、かつ４５年

間流通してきた『道徳生理学』を販売したことで起訴されました。彼は有

罪を宣告され、４ヶ月の禁固と５０ポンドの科料とを言い渡されました２５）。
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ブラドロー・ベザント裁判の直後に起きたこの起訴は公衆のさらなる関心

を呼び起こしました。その判決には義憤が相次いで噴出しました。その結

果、イングランドの至る所で大衆の抗議集会が開かれました。

マルサス主義連盟

裁判がもたらした最大の成果の１つは１８７７年７月２６）のマルサス主義連盟

の結成であります。同連盟の目的は、「人口問題についての公の討論に対

する一切の処罰廃止の要求運動をなすこと」であり、「あらゆる実行可能

な手段を講じて、人口の法則、その帰結、およびそれが人類の行為や道徳

に及ぼす影響についての知識を一般人に広めること」であります。第１回

の会合で、２０人からなる協議会は C．R．ドライズデール（Drysdale, Charles

Robert,１８２９‐１９０７）を会長に、またベザント夫人を書記官２７）に選出しまし

た。連盟の創設は事実上組織立った受胎調節の普及活動の嚆矢であります。

草創期のマルサス主義連盟は窮地にありました。新しい主義に対する大

衆の偏見を除去していかねばなりませんでした。このことは、発足当時、

会員たちがわいせつ目的をもっているという屈辱的な陰口を耐え忍ぶこと

を意味しました。１８９１年になると、ベザント夫人は新マルサス主義が神智

学と共存しないと悟り、連盟から脱退しました。彼女の人を魅力する人柄

や、卓越した能弁の才を失ったことは小さくはありませんでした。チャー

ルズ・ブラドローもこの年に世を去りました。連盟は C．R．ドライズデー

ル博士を会長にして、存続しました。ドライズデールの妻のアリス・ヴィ

ケリイ２８）（Vickery, Alice,１８４４‐１９２９）博士はあのブラドロー・ベザント裁

判で貴重な証言をした人物であり、またドライズデールの兄であるジョー

ジ・ドライズデール（Drysdale, George,１８２４‐１９０４）は『社会科学要論』（１８５４

年１２月）を公刊したり、『ナショナル・リフォーマー』誌に次々と寄稿し、

ブラドロー氏やベザント夫人がこの話題に注目を向けていくさいの媒介役

を演じたりしました２９）。１９０７年の C．R．ドライズデール博士の死去に伴い、
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アリス・ヴィケリイ博士が会長になり、また彼女が身を引いた後には、C．

V．ドライズデール（Drysdale, Charles Vickery,１８７４‐１９６１）がこれを受け継

ぎました３０）。１９２７年７月には、マルサス主義連盟結成５０年記念の晩さん会

が催され３１）、J．M．ケインズ（Keynes, John Maynard,１８８３‐１９４６）が議長を

務めました。重立った講演者はアニー・ベザント博士、H．G．ウェルズ

（Wells, Herbert George,１８６６‐１９４６）、ならびに C．V．ドライズデール博士

でありました。またアリス・ドライズデール・ヴィケリイ博士からの１通

の手紙も披露されました。家族の献身的な愛が１つの主義に向けられた最

たる例が受胎調節運動の歴史であると表示できます。今日におけるこの問

題への世論の寛大な対応はドライズデール家の穏健で、粘り強い活動に負

うところが大きいといえます。J．R．ホームズ３２）（Holmes, James Robins,１８５９

‐１９３８）氏やオードレッド（Aldred, Guy Alfred,１８８６‐１９６３）夫妻３３）といった

他の人々においても訴訟は絶えることはなかったけれども、これらが世論

の着実な形成を阻害することはありませんでした。

大衆への普及活動

受胎調節の普及活動はエドワード・カーペンター３４）（Carpenter, Edward,

１８４４‐１９３９）、ハヴロック・エリス３５）（Ellis, Henry Havelock,１８５９‐１９３９）、

パトリック・ゲディス（Geddes, Patrick,１８５４‐１９３２）、および J・アーサー・

トムソン３６）（Thomson, John, Arthur,１８６１‐１９３３）といったような著者が提出

したような性問題についての健全な見解によって大いに加勢されました。

しかしながら戸籍本署長官の報告書の結果の１つは差別的出生率が現出し

てきていることを示しました。すなわちその階級が愉楽であればあるほど、

家族数を制限していて、一方子供たちをより良く養育できない階級は依然

として大家族のままでありました〔図３を参照〕。このためマルサス主義

連盟は屋外での普及活動に乗り出し、かつ１９１３年には実際的なチラシを発

行しました３７）〔図４を参照〕。連盟はチラシがなんとしても既婚者の手許
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に届くようできる限りの配慮を払いました。例えばチラシには、この知識

はたとえ子供たちを持つ余裕がない人であっても、乱婚や売春に走らない

で早婚をなすことができるようにするためのものであると明記されていま

した。さらにチラシには、堕胎の危険への由々しき忠告や、堕胎薬もしく

は受胎調節の方策とかたって販売された「女性用ピル（pills）」３８）に対する

警告が盛り込まれていました。１９１７年までに、１万２千部を上回るチラシ

が無料で配布され、また現在までに１０万４千部以上が郵送されました。チ

ラシは今日もなお修正、訂正を施し、発行されています。

オールバット（Allbutt, Henry Arthur,１８４６‐１９０６）博士は１８８７年に手頃な

価格で３９）『妻の手引』を刊行しました。その中には他の医学的助言ととも

に避妊方法に関する知識４０）が含まれていました。こうした知識の公刊は医

学界からみれば違法な職業行為でありました。それゆえオールバットは勇

猛果敢な行動の代償に、総合医事協議会４１）から医師登録を抹消されました。

オールバットの告発は取り下げられました４２）。オールバット博士の小冊子

図３ イングランドおよびウェールズにおける社会階級別の出生
数（１９１１年）

父親の職業
年齢１０歳又は以上の
男１，０００に付

（退職者を含む）

年齢５５歳以下
既婚男１，０００に付
（退職者を含む）

�上・中流階級…………
�中間階級（学者除外）…
�熟練職工………………
�中間階級………………
�不熟練職工……………
�織物職工………………
�鉱夫……………………
�農業労働者……………

４７
４６
７３
７０
９０
５０
１０７
４９

１１９
１３２
１５３
１５８
２１３
１２５
２３０
１６１

�－�労働階級………… ７６ １７５

総ての階級……………… ６２ １６５

（出典）松本良三著『階級と人口』（慶応書房、１９３９年）１１２頁より。
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とほぼ同じ頃に、受胎調節の理論と実際を論じたホームズ（Holmes, James

Robins,１８５９‐１９３８）氏の『真の道徳性』（１８９０年）が現われました。ホー

ムズはそれまでにも実際的な小冊子を発行していましたし、また自著の中

で紹介した品物を給する事業にも手を染め、それ以来４０年余りにわたって

その仕事を継続してきています。避妊器具は店舗で商われ、そのうちの幾

店かは好評ですが、残りの店は金銭ずくで、売り上げを上げることだけに

躍起となっています。これらの店を通じて、通常の需要は満たされました

けれども、それは専ら中流階級の需要でありました。

図４ マルサス主義連盟が配布したチラシ

（出典）Ledbetter, Rosanna, A History of the Malthusia League 1877-1927（Columbus: Ohio

State Univ. Press,１９７６），p．２１０より。
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受胎調節相談所（clinics）

受胎調節の支持者たちは上述したような情報の入手方法に対して反対が

あることに暫時頭を痛めました。１８７８年という早い時期に４３）、オランダの

第１号の婦人医であるアレッタ・ヤコブス（Jacobs, Aletta,１８５４‐１９２９）が

無償で貧しい婦人たちの相談に乗るという計画に着手しました。イングラ

ンドでは、その３０年後に、アリス・ヴィケリイ博士がアンナ・マーチ（Anna

Martin）女史と協力して、実質上私設相談所であるものをロンドンの南東

部に開設し、情報や器具を提供しました。１９１５年に４４）、アメリカで最も著

名な受胎調節運動の指導者であるマーガレット・サンガー（Margaret

Sanger,１８８３‐１９６６）がイングランドへやって来ました。彼女自身はアメリ

カで受胎調節相談所を開設しようと抱懐していましたけれども、彼女の渡

英を機に、わが国の受胎調節主導者たちの関心も同様の行動に移っていき

ました。彼女はイングランドで歓待されました４５）。意見交換を通して、大

西洋をはさむ両岸での活動に弾みがつきました。その後の訪問はさらに拍

車をかけました。「受胎調節」という謳い文句はサンガーが１９１３年に造り

出した言葉で４６）、イングランドにおいても「新マルサス主義」という常套

語よりも運動の方針や目的をより適切に言い表わしている語として採用さ

れるようになりました。翌年４７）、マーガレット・サンガーはニューヨーク

に受胎調節相談所を開きました〔図５、図６を参照〕。そのために彼女は

逮捕され、その後３０日の拘禁刑に処されました４８）。

それから間もなく、イングランドでの運動は新教導者としてマリー・ス

トープス（Marie Stopes,１８８０‐１９５８）博士４９）を得ました。１９１８年に刊行され

た彼女の処女作『結婚愛』は瞬く間に衆目の的となりました５０）。これを振

り出しに他の書物の公刊、大集会、および『受胎調節新聞』の創刊と次々

と実施し５１）、そして１９２１年には母の相談所を開設し（図７、図８を参照）、

そこで貧民の婦人たちに受胎調節の助言や知識を与えました５２）。ストープ

ス博士が相談所のことを口伝で広め、お世話になった人たちを招待したこ
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とや、保健省は出生前における同等のサービスと、政府によって既に支援

されているあらゆる地域における福祉センターとについて負担すべきであ

るという世論を醸成する上で彼女が一役果していることを見過ごせません。

マリー・ストープス博士は多数の人々が新たに受胎調節について考えたり、

図５ アメリカ初の受胎調節相談所（１９１６年、ニューヨーク
のブルクリン・ブラウンズビル）

（出典）エレン・チェスラー著早川敦子訳『マーガレット・サンガー』
（日本評論社、２００３年）１４３頁より。

図６ アメリカ初の受胎調節相談所の内部

（出典）亀井俊介著『ピューリタンの末裔たち』（研究社、１９８７年）の
１３６頁と１３７頁との間のそう入図の３枚目より。
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語ったりするのに功を収めました。また初めて「建設的（constructive）受

胎調節」５３）という語句を用いました。ストープス博士は既婚男女に対して

和合した性生活の価値、幸福な母親となる婦人の権利、それに子供たちが

望まれ愛されるという権利を力説しました。こうしてストープス博士は受

胎調節運動に新しい部面を付け加え、マルサスの学説による解説よりもよ

り平易に説述してくれました。

同じ１９２１年の９月に、マルサス主義連盟は長年にわたって大きな一歩と

待望してきた母子福祉センターをウォルワースに開設しました５４）。１つの

図７ 菓子屋と雑貨屋との間にあったイギリス初の受胎調節相談所

（出典）荻野美穂著『生殖の政治学』（山川出版社、１９９４年）１１８頁より。

図８ イギリス初の受胎調節相談員（１９２０年初頭、
ホロウェイの母の相談所で）

（出典）ジェーン・ローズ著上村哲彦ほか訳『性の革命』
（関西大学出版部、２００５年）の２０４頁と２０５頁との
間のそう入図の１番目より。
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試行として企てられたこのセンターは国の援助をうけた母性センターの方

針にそって運営されましたが、あわせて受胎調節の知識を提供しもしまし

た。どの患者であれ医師の診察をうけましたし、今もなおうけています。

あいにく母性センターには公的資金の補助が一切支給されていなかったの

で、後にその活動を受胎調節の分野だけに限定せざるをえなくなりました。

１９２３年に５５）このセンターは受胎調節相談所準備協会の管理に移されました。

これらの相談所が自発的な寄付によって維持されていたにもかかわらず、

協会が存続した５年の間に、ロンドンに３つ、イングランドに７つ、そし

てスコットランドに２つと、合計１２の相談所が新設されたというのは驚嘆

すべきことであります。『受胎調節相談所の運営について』（１９２６年）と題

する有益で実用的な〔１７頁の〕小冊子が協会の名誉理事であるエブリン・

フラー５６）（Evelyn Fuller）の手で出版されました。ウォルワース・〔女性〕

センターは医師や看護婦に避妊技術を教える学校としての役割を果たすよ

うになりました。他にも民間人が運営する相談所もありはしますが、大抵

は営利主義に基づいています５７）。

最近、マリー・ストープス博士は受胎調節の知識の恩沢を受胎調節相談

所の手が及ばない地域まで広げようと助産婦（midwife）からなる移動相

談所（Caravans）という発想を具現しました。現在、２つの移動相談所が

活躍中で、そのうちの１つは狂信的な反対者によって焼き尽くされまし

た５８）。もう１つの移動相談所の方は備え万端でぬかりありませんでした。

ジャネット・チャンス５９）（Janet Chance,１８８５‐１９５３）夫人が受胎調節の知識

を含む結婚教育センターを開始していることにも注意を払うべきでありま

す。

以上のような活動の総力を挙げてしても、現実の要望のほんの一部に手

をつけているにすぎません。受胎調節相談所が開設されている恵まれた場

所以外に住んでいる極貧の両親たちは相変らず無援のままで、にせ医者に

思うままに食い物にされています。

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）

３２８



医業

受胎調節の知識が医療の指揮下においてもっとも適切に付与されるとい

うのは言うまでもありません。また増加の一途にある医師たちはこのこと

を認識していて、すすんで助言をなしています。１９２２年に、保健省の高名

な保健医官であるキリック・ミラード６０）（〔Charles〕Killick Millard,１８７０‐

１９５２）博士は受胎調節の全般的な支持にとどまらず、医業における支配的

な見方はどのようなものであるかについての調査を質問書を用いて、それ

を明らかにしようとしました６１）。その調査結果は依然として意見対立があ

るものの、大多数の医師たちが信頼に足る避妊器具については安全に利用

できると確信しているということを示しました。公共道徳国民協議会に

よって任命された医療委員会６２）は１９２７年に次のように答申しました。すな

わち、「われわれの所見では、避妊に関する知識を所望する既婚男女につ

いては、それが医学上の理由からか、もしくは育児ないしは貧困という事

実から必要とされる場合、障害を一切設けるべきでない」と。

とはいえ避妊技術についての勉学はいまだ医学校の教育課程に組み入れ

てはいません。とくにロンドン以外では、個人開業医たちは必ずしも受胎

調節を有害であるとは考えていないにもかかわらず、たんにどのように教

示したらよいかがわからないばかりに助言するのを拒むという事態が頻発

しています。コウブ・スミス（Cove Smith）博士は１９２９年の２月に英国医

師会主催のレセプションで挨拶したさいに、受胎調節に関する体系立った

教育が大都市の医学校６３）において施されていないという現状を指摘しまし

た。彼は、「ロンドンでは、受胎調節は微細にわたって教授されています。

早晩、われわれは例外なく受胎調節に関してそこばくの助言を求められま

す。われわれがこのような知識の普及を信じようと、信じまいと、医学生

は門外漢の著者による感情的な書物以外の別な所から知識を吸収する機会

に浴する必要があります。私は多少の教育が医学の教科課程に編入される

べきだと心底より思っています。」と述べました。受胎調節信奉者（birth
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controllers）は一様に受胎調節に関する知識や技術を医学生の養成過程に

盛り込むべきだとするコウム・スミス博士の懇願を心から支持しました。

しかしながら現実には、たとえ上記のような避妊技術に関する教育の欠如

という問題を棚上げにしたとしても、その大半はまったく医学的根拠に基

づいていないとはいえ、様々な理由を挙げて、依然として受胎調節に反対

し、それが決定的に不可欠である場合においてでさえも、こうした知識を

峻拒する医師たちがいるという状況に逢着せざるをえません。

個人開業医にかかる余裕のない女性たちにとっては、助言を享受する最

善の策が福祉センターにいる公衆衛生当局の医官を通してであることは間

違いありません。これらのセンターでは、受胎調節は予防医学の１部門と

して、また産婦の健康への一助として重要視されています。そして受胎調

節はやがては堕胎医を放逐し、現下の恥ずべき妊産婦死亡率を低下させる

のに資するでありましょう。保健省はイングランドおよびウェールズの約

３千人の女性たちが年々分娩のために亡くなっている６４）ことをとても憂慮

しています。こうした深憂は妊産婦死亡率を取り扱っているこのほど発行

された特別報告書や特別委員会の決議から、そしてより端的には助産婦の

養成や採用に関する取り決め６５）から窺知できます。１つの宣伝委員会であ

る妊産婦死亡対策委員会は、年に２回、世人を啓発するために数多のこと

を果たしてきている影響力の甚大な総会を開催しています。しかし産院施

設を改善するだけでは、妊産婦死亡率は減少しないでありましょう。助産

婦の養成に関する委員会はその報告の中で、「この１０年間出産時の女性の

死亡率を低減させるためにありとあらゆる努力が試みられてきたにもかか

わらず、その状況は今日も２０年前とほとんど同様である」という実状を認

めています。

妊産婦死亡率にまぎれもなく悪影響を及ぼしている１因に堕胎の蔓延が

挙げられます。堕胎の発生数についての正確な統計を入手することは不可

能ではありますが、その膨大さ６６）に公衆は無自覚になっています。受胎調

節相談所で得られた数字は、大家族の母親の過半が１度は堕胎をしようと
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したことがあることを裏付けています。さきほど開かれた英語による第５

回母子福祉会議の席上で、ミドルセックス病院の産科の長老外科医である

カミンズ・バークリー６７）（Comyns Berkeley,１８６５‐１９４６）は次のように語り

ました。

すなわち、「死亡率（morbidity）の１因としての堕胎の重みが誇張され

ているはずはありません。他のヨーロッパ諸国において確かにそうである

ように、わが国においても違法堕胎が増加の途にあると考えるべき理由ば

かりが並び立てられると、なおさらそうであります。もしもわが国に関す

る統計が入手できるなら、その根拠を探し出すのはそう遠い先のことでは

ありません。それにしろ、自発的な堕胎をも遺法堕胎に分類した場合、違

法堕胎が堕胎に伴う死亡率の大半を占めると安じて推断しても支障ありま

せん。」と。

仮にも受胎調節が労働階級の母親たちの手許にまで行き渡るなら、のさ

ばっている高堕胎率は一掃され、その結果として産婦の健康は大幅に改善

されましょう。

調査

認可されている受胎調節相談所の大半では、記録が細心の注意を払って

保存されています。避妊方法についての調査にとどまらず、受胎調節に関

連したそれ以外の社会学的な、あるいはまた心理学的な、さらには性的な

諸問題に関する調査にも基礎資料を提供してくれる状況にあります。マ

リー・ストープス博士は大量の記録資料とともに事例の覚書きを保存して

いて、１９２５年には母の相談所で接した最初の５０００人の相談者についての興

味深い報告書６８）をまとめることができました。３年前に彼女は卓越した医

師や心理学者と力を合わせて医療委員会を創設しました。

１９２７年に、受胎調節の科学的調査を促進するために、ハンフリー・ロー

レンストン（Humphrey〔Davy〕Rolleston,１８６２‐１９４４）�を委員長とする
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医師と著名な科学者たちからなる受胎調節調査委員会６９）が発足しました。

このことは調査分野における近年の進捗を代表するものであります。この

委員会の構成員たちは受胎調節の有意義についての意思表示を一切してい

ません。けれども彼らは受胎調節が広範に実行されていて、このことが引

き起こしている科学的諸問題をいまや放置できないと実感しています。支

持者たちは再三にわたって次のような声を張り上げてきました。すなわち

われわれの運動が願ってやまないのは「簡便で、かつ有効な方法を発見す

るのに向けられた層―層の科学的な努力」でありますと。医業において一

定の信望を有している世界中の医療関係者たちの協力を性別を問わずあお

ぎ、加えて現在利用されている受胎調節法に対して公正で、しかも批判的

な態度で臨むなら、この委員会は基礎資料の収集を期待することができ、

十分に事情に通じた上で問題に向き合えます。委員会は既にオーストリア、

デンマーク、ドイツ、アメリカ合衆国、スペイン、スウェーデン、および

わが国における医師による避妊指導の経験に関する２報告をまとめていま

す。合衆国の社会科学調査委員会のハイムズ７０）（Himes, Norman Edwin,１８９９

‐１９４９）夫妻は１９２７年にわが国へ足を運び、幾つかの相談所の記録につい

て精査し、その後この調査の成果の一環として若干の論文を発表しました。

人口問題に関してなされた調査について云云するのは、概して本冊子の

らち外にあります。けれども１９１３年に公共道徳国民協議会が設置し、ボイ

ド・カーペンター（〔William〕Boyd Carpenter,１８４１‐１９１８）主教がその委員

長を務めた〔国家出生率〕委員会には言及しておかねばなりません。とい

うのも同委員会は出生率の低下の程度や特質、あるいはその低下が予測さ

れる原因を、さらには出生率の低下が経済的、宗教的観点からみて家庭生

活や国民生活へどのような影響を及ぼしていくのかを調査しているからで

あります。非常に重要な資料を若干含有している最初の報告は１９１６年に公

表されました。委員会は翌年にバーミンガム（〔Henry Russell Wakefield〕

Birmingham,１８５４‐１９３３）主教を委員長として再編され（図９を参照）、１９２０

年には第２次報告を送り出しました７１）。協議会が設けた医療委員会の答申
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については既述しています。人口問題研究国際連合７２）・英国委員会が目下

人口の科学的な諸側面を究明中であります。この委員会は「英国人口協会」

という名称の下に１９２８年に結成され、人口問題の諸部面に興味を寄せるす

べての人々の活動の核心として運営されることをその目的としています。

書物と定期刊行物

枚挙にいとまがないほどの山ほどの書籍が医師と門外漢との両者の手に

よって刊行され、避妊に関する実際的な助言を与えています。マリー・ス

トープスの諸著作、中でも避妊についての学術書は見過ごすわけにはいき

ません。というのもそれは医療関係者の筆になるものではないとはいえ、

この主題に関する無二の権威書であるからであります。この問題の医学的

側面に関する医師の所見は何冊かの書物の中で表明されています。とりわ

け秀逸の論文集は公共道徳国民協議会の医療委員会による報告であります。

この問題は今日でも大部分の人たちが紙面を追っかけるほどの関心事に

なっているわけではないけれども、わが国の総合紙の受胎調節への対応は

図９ 国家出生率委員会のメンバーとM．ストープス
（内務省にて１９１９年、シルクハットがバーミンガム主教）

（出典）ローズ前掲訳書の２０４頁と２０５頁との間のそう入図の１４番目より。
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総じて寛大であります。『デイリー・ニュース』紙が先般この問題につい

ての色々な意見を掲載しているのは大いに歓迎すべきことであります。ま

た『ウーマンズ・リーダー』７３）紙の読者欄はここ何年も受胎調節について

の忌憚のない議論にその紙幅を割いてきています。

また定期雑誌の対応姿勢にも要望されるところが少なくありません。そ

の空白は幾分かは受胎調節だけを取り扱った専門誌によって埋められてい

ます。これらの中で最古のものは月刊誌の『ニュー・ジェネレーション』

であり、１８７８年にマルサス主義連盟によって創刊され、１９２２年までは『マ

ルサシアン』として知られていました７４）。この雑誌の方針は人口について

のマルサス主義的見解に立脚してはいますが、マルサスが提唱した晩婚と

いう救済策よりもむしろ受胎調節を推奨しています。その主義主張を「早

婚と小家族」との支持と約言できます。マリー・ストープス博士は建設的

受胎調節連盟を主宰して、１９２２年に創刊された『受胎調節ニュース』７５）を

編集、発刊して、「喜びに満ちあふれる母性愛や、わが民族の暗闇にさし

こむ光明」の擁護を唱えています。マーガレット・サンガーが１９１７年に創

刊し、１９２９年まで編集した『受胎調節評論』誌はアメリカ受胎調節連盟の

月刊誌となり７６）、受胎調節をもとめるイングランドの労働者の間にも配布

されています。この『評論』は受胎調節の進歩やその社会学的結末につい

ての世界的な動向を伝えてきています。

英国優生協会

優生学の問題は受胎調節の問題から独立した別個の論議ではありますが、

実際的な優生政策は家族の合理的な調節を前提にしています。それゆえ

１９０８年に創立された優生協会７７）は避妊方法が子子孫孫の資質を制御する可

能性を有した手段として進歩していくのを常に歓迎しています。また官公

吏たちは避妊の知識が極貧者に伝わっていくのを禁じるべきではないと公

言しています。しかし同協会は種属の天賦の資質を改良することで社会進
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歩を促進していくという根本原理に立って、出生率の低下における差別的

な状況を懸念し、大家族は熟練階級の間で拡大されるべきだと考えまし

た７８）。

１９２７年に、同協会はお互いの経験を話し合ったり、運動から生じてくる

問題についての討論の場として、独立自営の受胎調節相談所からの代表者

たちと共同協議会を発足させたりしました７９）。あらゆる相談室からの医療

の代表者たちによる技術をめぐる討議がさらなる科学的研究への思いを高

まらせたのは疑いえません。現に確かな方向に向かって活発に実行されて

います。加えて社会的に、また優生学的に重要であると一般に解されてい

る諸点に関しての統計的資料を入手することが確認されたことも黙過でき

ません。この共同協議会はいまもその任務を遂行しています。

優生協会は知的障害者や回復した精神薄弱者が収容施設を後にするさい

自発的な不妊手術への要望を増大していくのを明らかに奨励していて、国

家または統制庁の命令でその費用を必要経費として支出できるような法案

を既に準備しています８０）。

国際関係

受胎調節支持者たちは国境を越えて、人間らしい発見に関わっています。

マルサス主義連盟は率先して国際会議を開催し、その結果国際新マルサス

主義連盟の基盤が固められました。晩年の C．R．ドライズデール博士に

よって主宰され、オランダ、ドイツ、フランス、および大英国のマルサス

主義連盟の会員が１９００年８１）に一堂に会したパリでの国際会議の場で、「人

間再生連盟」が結成されました。つづいてこの会議は１９０５年にリエージュ

で、ついで１９１０年にはハーグで、また１９１１年にはドレスデンで、そして大

戦後の１９２２年にはロンドンで開催されました。マーガレット・サンガーは

１９２７年のジュネーヴでの世界人口会議のさいと同様に、１９２５年にニュー

ヨークで開催された国際会議をもお膳立てしました。
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国際運動は終戦後、受胎調節に対するローマ・カトリックの国々からの

抵抗にあって阻まれています。受胎調節の普及活動は現在ではフランス、

イタリア、およびアイルランド自由国〔アイルランド共和国の旧称〕にお

いて全面禁止となっています。

適法か、違法かの実状

これらの国々とは異なり、イングランドにおいては受胎調節方法の教授

に対する法的な規制はありません。公序良俗に関する普通法を前提におく

限り、誰であれ自由に受胎調節についての知識や教育を広めたり、受胎調

節相談所を開設したり、あるいはまた実際的な指導を載せている書籍や小

冊子を発行し、また販売したりもできます。１９２２年７月に、内務大臣は下

院において、その書物が妊娠の予防を取り扱っているという理由だけで裁

判所がそれをわいせつであるとの判決を下したとはとうてい考え難いと発

言しました。

とはいえ、こうした万全な合法的自由にもそれを脅かす禍根がひそんで

います。というのもその知識が非科学的で、信頼できないもので、しかも

健康に害を及ぼしさえしているのに、それでも公序良俗の状態が遵守され

たままで、いかなる方策も講じられていないからであります。他方、イギ

リスの法律はわいせつについて明確な規定を与えてはいません。だからど

の警察裁判所の判事もその供述の口調が自分の個人的な道徳感と食い違っ

ている場合には、その書物の破棄を命じましょう。

実際に、受胎調節を教授する自由にある規制がかかってきています。そ

の他の職務にある医師や看護婦であれば誰であれ、その要望に応じて全く

自由に受胎調節に関する助言をなしえるのに、国が援助している母子福祉

センターに勤務する医師や看護の場合にはこうした助言が禁じられていま

す。この禁止は法律ではなく、保健省の内規によって生じてきています。

それを省の規則改訂を通して削除することができます８２）。けれども引き継

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）

３３６



いだ政府は国会の場でこの問題を政治問題とすると声明して、はじめて改

訂をなすべきとの見解を示しています。受胎調節を教える自由に加えられ

たこの規制の削除を実現するための努力が誠実に積み重ねられています。

というのも、それは無関心な傍観者には取るに足らない瑣事ように思われ

るかもしれませんが、保険に未加入である労働階級８３）にとっては納得のい

く方法で確かな受胎調節の知識を事実上手に入れることができないことを

意味しているからであります。

政府の姿勢

引き継いだ現政府が保健省の運営上のこの改訂の承認を峻拒している姿

勢は腑におちません。けれども先日政府は受胎調節に反対しているのでは

なく、こうした助言が政府の助成を受け取っているセンターでなされてい

るのに異をはさんでいるということを明らかにしました。１９２６年には、地

方自治体の担当部局が既婚女性に受胎調節の知識を広めるさいの経費の負

担を可能にする法案が下院に提出されましたけれども、不成立におわりま

した８４）。しかし同じ年に、バックマスター（Buckmaster〔,Stanley Owen〕，

１８６１‐１９３４）�の動議による１つの解決策が上院を通過しました８５）。

すなわち、「国王陛下の政府は福祉委員会に通達した命令、ならびに同

委員会に課した制約をすべて撤回するよう求められています。なんとなれ

ば既婚女性たちがその家族数を制限する最良の手段を求めようとするさい、

彼女たちは福祉委員会のせいで居住している地域からの情報から閉め出さ

れているからであります。」

保健省から、地方の保健担当部局が受胎調節に関する助言をできるよう

な許可を求める次のような形式の書信が届いています。

� 「母子福祉センターは妊産婦および母子の看護のみを対象すべきで

あり、既婚者であろうとなかろうと、女性たちが避妊法の適用を考
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える場所ではありません。」

� 「受胎調節に関する助言は出生前（ante-natal）センターの機能では

ありません。医学上の理由から妊娠の回避が望まれる例外的な場合

に、特別な助言が個人開業医または病院に託されるべきでありま

す。」

しかしながら医学上の理由から受胎調節法についての助言を必要として

いる場合でさえ、働く女性たちは現在のところ、妊娠が現実に危機にさら

されてしまうことになるとの理由から、保健省が自分たちに向いた方向転

換を命じてくれるという解決策への糸口をつかめずにいます。労働階級の

既婚婦人たちは自らが「被雇用者」でない限り、国民健康法の適用外にあ

ります８６）。彼女たちは健康保健医にみてもらえないばかりか、個人開業医

にかかる余裕がないことも度々であります。病院は当座の仕事で手一杯で、

この役割を引き受けることができません。受胎調節相談所はその数が僅少

で、この状況を打開できませんし、それにそこでは受胎調節関連の支援し

かうけられないという宿命的な風評のために敬遠されてもいます。地方自

治体はその禁止を解くべきとする決議案を時を異にしてまとめてきていま

す。保健省の多数の医官が改訂を歓迎するであろうことも疑う余地はあり

ません。というのも助言が必要不可欠の場合でさえ助言できないままで、

その任務遂行上の不便をこうむっていると実感しているからです。保健省

の医官の勧めで、ショアディッチ８７）自治区協議会がとった行動は共鳴でき

る実例であります。すなわち１９２９年にそこで開催された健康博覧会では受

胎調節の展示場が設けられていました８８）。

組織立った支援

公衆衛生当局の管轄する福祉センターで受胎調節に関する知識を入手で

きるようにすべきであるという要望は、あらゆる階級や、様々な政見を掲
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げている複数の組織的な女性団体から支持されています。組織された女性

労働者たちはここ何年もこの権利を求めて不屈の戦いを続けてきています。

労働党内閣が１９２４年に政権を掌握した８９）とき、働く女性たちの要望に脚光

が集まり、これらの規制が改訂されるものと期待されました。その年の〔全

国〕女性労働者会議９０）で、保健大臣は公衆衛生の担当部局が受胎調節の知

識を望んでいる人たちへのその提供を認可すべきであるという決議案が採

択されました。またこの決議は１９２５年〔５月〕のバーミンガム会議や、１９２７

年〔５月〕のハダーズフィールド会議においても繰り返されました。女性

労働者たちが意思を旗幟鮮明にしたことや、アルドレッド（Aldred，〔Guy

Alfred,１８８６‐１９６３〕編９１）のマーガレット・サンガーの『家族制限』に関し

て警察裁判所に起訴された訴訟での勝訴を機に、労働者受胎調節グループ

が１９２４年に結成され、働く女性たちが裕福な女性たちが享受しているのと

同様に受胎調節についての助言をうける可能性を実現すべく乗り出しまし

た。労働者受胎調節グループはひたすら労働運動、社会主義運動、および

協同組合運動の内部で普及活動を続けました。このグループは労働階級が

他の階級の人々と比べて子育てに不向きであるという提議をきっぱりと否

定し、反対に、貧富のいかんを問わず、あらゆる女性はこの知識に対して

平等なる権利を有しているという論を主な根拠にして活動しています。ま

たグループは受胎調節を政府がその責任を負うべき公衆衛生の問題の１つ

にすぎないと考えています。

同じ要望を声にしている女性労働者たちの別な大きなグループは女性協

同組合９２）であり、１９２７年のプリマスでの大会で類似した決議案を可決させ

ました。このことは女性協同組合が超党派の組織であるという点で一層刮

目に値しましょう。すなわち同組合は政党とは一切無関係に、ただたんに

あらゆる女性の身に降りかかってくる類の問題をその協議事項として取り

上げているにすぎないからです。

同様に、女性全国自由党連合９３）は１９２７年のブラックプール大会で、受胎

調節の知識を待望している女性たちが保健省の管轄しているセンターでそ
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れを手に入れられるようにすべきだとの決議案を採択し、「こうした仕組

みを通して、社会の最貧の成員ははじめて富裕な階級が接近できる知識を

入手できる」としました。

最大にして、かつ最も長い歴史を有する男女同権論者の組織である平等

市民権協会全国連合９４）は、１９２５年３月にはこうした要望を支持し、会合を

開いたり、代表団を派遣したり、あるいはまた国会議員の注意をこの問題

へと向けさせたりして、極めて多くの活動を繰り広げてきています。先般

のマンチェスターでの女性全国自由党連合の大会で、マンチェスター・ソ

ルフォード地区の母の相談所の所長であるストークス（Stokes〔,Mary Dan-

vers〕，１８９１‐１９７５）夫人は平等市民権協会全国連合を代表して次のような

決議案を提案しました。

すなわち、「本年度の大会では、保健大臣および地方の担当部局に対

して政府から助成を受けている母子福祉相談所の医官による受胎調節

法について知識の提供を認可するよう要望いたします。但し、それは

母親がこうした知識を求める場合や、あるいは医官の診察からそれが

母体の健康にとって望ましい場合に限られます。」と。

この結果、議論が沸き起こりました。このことはこの穏当な要望が最も

思慮深い女性たちの心を捕えていることを何よりも示しています。ロー

マ・カトリック教の団体が主として異論を唱えましたけれども、決議案は

圧倒的多数の賛同で無修正のまま了承されました。

こうした様々な女性組織のいずれもが上述したように受胎調節への賛意

を標榜しないまま、たんにあらゆる女性はその知識を望む場合にはその権

利を有しているという見解を提言するにとどまっている点も見落とされる

べきではありません。問われるべきは受胎調節の良否ではありません。そ

こでの争点は、その利用できる知識が科学的であるのかどうか、またそれ

が母親たちによって要望されたもので、かつ母親たちや彼女たちの実状に

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）

３４０



明るい医師による助言から構成されているのかどうか、あるいはまたそれ

が営利目的で使用され、頻繁かつ極度に有害をもたらし、ひいては堕胎数

の不断の増加につながらないかどうかであります。今なお意見の相違が大

きく、受胎調節と堕胎との間に明瞭な区分がなされていません。堕胎薬が

いまも避妊手段を装って自由に売買されています９５）。

反対

受胎調節に対する由由しき唯一の反対はローマ・カトリック教の牧師か

らのものであります。牧師たちは、例えば結婚生活での性交の節制といっ

た自分たちが支持しているもの以外の受胎調節について、それらどのよう

なものであれ淫らなものである９６）と信者たちに説くだけでは飽き足らず、

信徒でない人たちが受胎調節に関して良心の自由をもつことをも否定して

います。牧師たちは相談室の開設に猛反対してきましたし、また篤実な門

徒たちに受胎調節の知識を福祉センターで入手できるようにすべきという

要望を支援する議員候補者に対して反対票を投じるよう先導してもいます。

こうして概して受胎調節運動に対してありとあらゆる妨害を加えています。

１９２６年に、１つの結社、すなわち国民生活連盟が主としてローマ・カトリッ

ク教の支援の下に結成され、受胎調節の理論と実際に戦いを挑みました９７）。

このことは、国教会教会ならびに非国教会派教会の多くの支持者たちの対

応や、とりわけセント・ポール大聖堂の司教であるイング（Inge〔,William

Ralph〕，１８６０‐１９５４）尊師の好意的な応援９８）と比べると好対照であります。

ドーソン�（Dawson〔of Penn, Bertrand Dawson, 1 st Viscount〕，１８６４‐１９４５）

は近代的な知識や新世界の要望を視野に入れ、イングランド教会に対して

この問題に取り組むよう何度も申し入れました９９）。彼は、「人工的手段に

よって出産を調節することが不自然でないのと同じように、人工的手段で

もって妊娠を調節することも不自然ではありません。」と明言しました（図

１０を参照）。
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公衆衛生当局が受胎調節の知識の提供に反対していることに対しては、

もちろん思慮分別のある対応をもって臨む必要があります。けれども多数

者の意思で統治されている民主主義国では、公金が時として少数派にとっ

ては不本意な仕方で支出されたとしてもやむをえません。こうしたさいに

は、良識のある反対者に間道を用意することで、その少数者の宗教上やそ

の他の意見を可能な限り尊重するほかありません。

昨今の国会での普及活動

保健省の政策は議会がその改定を決定するまで維持されるであろうとの

所見が１９２８年５月の下院の場で陳述されましたし、また１９２９年１０月にも反

復されました。

１９２９年の総選挙のさいの運動を契機にして、国会議員の候補者たちは知

識の平等を求める要望について、その中身とその妥当性を理解することが

できました。各候補者はこの問題に関してそれぞれ見解を示すよう求めら

れました。

図１０ ドーソン�

（出典）Ｂ・エイベルースミ著多田羅浩三・大和田健太郎訳
『英国の病院と医療』（保健同人社、１９８１年）２９４頁
より。
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「当選の暁には、あなたは政府から助成を受けている母子福祉セン

ターに勤務している医官による受胎調節法に関する知識の提供を実現

できるための立法上の、行政上の施策を支持しますか。」

この質問は受胎調節の重立った支持者の代表者たちの承諾を得ていまし

たし、また地方の組織の考えにそって様々な修正が加えられました。

関連諸団体の協力や個人の賛同者の後押しを受けて、５８０を超える選挙

区に配布されました。国会議員となった３７５名を含む候補者たちから回答

が寄せられました。回答した候補者のうち、９５名がはっきりと反対の意を

示しました。他方、およそ８５名は提案が国会の場に上程されれば賛成に回

る心算であります。残りの候補者たちは明白な支持を表示しました。

現首相であるラムゼー・マクドナルド氏は、この問題を政党の決するも

のではなく、下院での自由投票に委ねられるべきものであると表明しまし

た。現政府が、議会に対して、貧民の親たちが裕福な親たちとともに受胎

調節についての知識へ接近できる平等な権利に関する意見を表示するよう

促す時機の到来が待ち望まれます１００）。

訳注

１）保健省は１９１９年の春に、これまでの地方自治庁の保健部門、人口動態統計部門、保険委員

会の保健部門、教育省の医務部、枢密院の助産婦部門、および内務省の乳児保護部門を統

合し、新設された。このことによって、公衆衛生行政が救貧行政から分離独立することと

なった〔橋本正己著『公衆衛生現代史論』（光生館、１９８１年）１０８頁〕。

２）１９２１年の秋にマルサス主義連盟が開設したセンターで、労働者からの受胎調節の相談に応

じた。Walworth Clinic, Maternity and Child Welfare, The East Street Welfare Center for Pre-

Maternityなどとも呼称された〔安藤画一編『産児制限の研究』（日本臨牀社、１９４７年）８９

‐９０頁〕。

３）プラトンは『国家論（Politeia）』において優学学的見地から結婚を数的に操作し、「戦争

において勇敢であるか、あるいは何かの点ですぐれている」人口の維持を主張した〔南亮

三郎著『人口思想史』（千倉書房、１９６３年）４８‐５５頁〕。

４）この過程は、パリの南に位置するムラン（Melun）で、１７４０年以降に「始まった産児制限

が確証されるのは革命以後のことであるが、その進展はどこでも同一であったわけではな
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く、やはり少なくとも農村では遅々とした性の営みの変化であったように思われる」と概

説されている〔木村尚三郎・志垣嘉夫編『概説フランス史』（有斐閣、１９８２年）２００頁〕。

ちなみに当時のフランスで実行されていた避妊法は性交中断であったけれども、１８世紀の

後半にはコンドームも使用されてはいた〔フランドル（Jean-Louis Frandrin）著森田伸子・

小林亜子訳『フランスの家族』（勁草書房、１９９３年）３３７頁〕。

５）オランダでは、オランダ新マルサス主義連盟（結成は１８８１年）の会長ゲリツェン（Gerrit-

sen, Carel Victor,１８５０‐１９０６）の妻で、オランダの最初の女医であったヤコブス（Jacobs, Al-

etta,１８５４‐１９２９）が１８８２年にアムステルダムで世界最初の避妊クリックを開設し、受胎調

節の器（ペッサリー等）を無償で提供した。また医師のルートヘルス（Rutgerts, Johannes,

１８５０‐１９２４）も１８９２年にロッテルダムで無料での受胎調節サービスを開始した〔荻野『生

殖の政治学』４９、８５‐６頁等を参照〕。

６）アメリカでは、コムストック（Comstock, Anthony,１８４４‐１９１５）の提案によって１８７３年３月

に成立した通称コムストック法（連邦刑法第２１１条）が、受胎を防ぐ物品や避妊知識の郵

送頒布を禁じていた〔亀井俊介著『ピューリタンの末裔たち』（研究社出版、１９８７年）７３６

頁、小野直子「アメリカ合衆国における生殖の政治学」『文化史学』第５５号（文化史学会、

１９９７年）４１５‐７頁などを参照〕。その後、１８７８年に全国自由連盟がその廃止を嘆願したけ

れども、１９０９年に成立し、２０年に改定された連邦刑法第２４５条はむしろその適用範囲を拡

大した。そして１９３６年のニューヨーク第２巡回控訴裁判で、「コムストック法の趣旨は、

生命を救う、または患者の福利を促進する目的で、良心的な正規の医師により賢明に使用

されうる物品の郵便による輸入、販売、輸送を妨げることでは」ないとの判断が下り、よ

うやく避妊は違法ではないとされた。しかしすべての州で避妊の合法性が認められるに至

るのは１９６５年のことである〔チェスラー著早川訳『マーガレット・サンガー』６１‐２、２８５

‐８頁〕。

７）マルサスはジーザス・カレッジを卒業した１年後の１７８９年に、サリー州オークウッドの牧

師補になり、９１年には司祭となった。さらに１８０３年１１月２１日には、リンカーン州ウェイル

ズビ教区の教区牧師（年収３００ポンド）に転じ、１８０５年１１月に東インド・カレッジ教授（年

収５００ポンド）に就任した後も、そのまま不在牧師〔不在時はドールトン（Dalton, Henry，？

‐１８２１）僧職授与権所者に委託〕としての任を務め、そして１８２４年２月にはオークウッド

の終身牧師となった〔プレン（Pullen, John Michael,１９３３‐）著溝川喜一・橋本比登志訳『マ

ルサスを語る』（ミネルヴァ書房、１９９４年）１２‐３頁〕。

８）マルサスは第２版『人口論』（１８０３年）で、「慎慮の動機からでた結婚の抑制」である「道

徳的抑制」を提唱、奨励した〔例えば、岡田実著『フランス人口思想の発展』（千倉書房、

１９８４年）２８６‐９１頁などを参照〕。

９）プレースの波瀾に富んだ生涯については、さしあたり堀経夫・大前朔郎監訳『イギリス社

会思想家伝』（ミネルヴァ書房、１９７８年）６１‐８９頁を参照。

１０）これは発行部数５００の『人口原理の例証』（１８２２年）の中で主張されている〔寺尾琢磨著『人
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口理論の展開』（東洋経済新報社、１９４８年）１８６‐９２頁や、柳沢哲也「フランシス・プレイ

スにおける人口原理」『社会科学論集』第１１８号（埼玉大学経済学会、２００６年）２７‐３２頁等

を参照〕。

１１）プレースは１７９１年３月に１７歳にも達していなかったチャッド（Chadd, Elizabeth）とストラ

ンド街の裏町の１室で同居した〔堀・大前監訳前掲訳書６３頁〕。

１２）１８２３年に配布された「結婚した男女に」、「労働者の結婚した男女に」、および「一般生活

の既婚の男女に」と題された３種のビラのこと。なおプレースはこれらのビラの中で、性

交中断、スポンジまたはタンポンの使用による避妊法を紹介している〔ハエムズ（Himes,

Norman Edwin）著古沢嘉夫訳『受胎調節の歴史』（河出書房新社、１９５７年）１８２頁〕。

１３）例えば、カーライル（Carlile, Richard,１７９０‐１８４３）、ハッセル（Hassel, Richard）、キャンピ

オン（Campion, William）たち〔ハイムズ同上訳書１８５‐７頁〕。なかでもカーライルはドー

チェスターの監獄の中から刊行した雑誌『リパブリカン』の第１１巻第１８号（１８２５年５月６

日発行）において、「愛とは何か」という評論を載せ、スポンジを使った避妊法に言及し

ている〔富山太佳夫「避妊とスピリチュアリズム」『現代思想』第２０巻第６号（青土社、

１９９２年）９‐１０頁〕。

１４）ベサントの生涯については、さしあたり名古忠行「アニー・ベザントの世界」『歴史評論』

第４８５号（歴史科学協議会、１９９０年）を参照。ベサントは１８７４年８月２日にブラドローに

面会し、同年８月３０号の『ナショナル・リフォーマ』誌（１部２ペンス）に寄稿したのを

皮切りに、１８９１年４月まで同誌に多数の論説を寄せた。

１５）１８３２年１月に、「ある医師により」という匿名の下に、ニューヨークに出現した『哲学の

果実、若い夫婦のための私的な手引書』は４０頁の冊子で、７６年までは年間に高高７００～１０００

部ほどしか売れていなかった〔ハイムズ前掲訳書２００頁、荻野前掲書４７頁〕。その中には、

重曹や酢などを用いた洗浄による避妊法が記載されていた〔ハイムズ同上訳書１９１‐２頁〕。

１６）当初の版元はオーエン（Owen, Robert Dale,１８０１‐７７）の英国版『道徳生理学』を１８３４年に

出版したワトソン（Watson, James,１７９９‐１８７４）であったが、ワトソンの死後はホリオーク

（Holyoake, Austine,１８２６‐７４）やその兄（Holyoake, George Jacob,１８１７‐１９０６）であった。

１７）クック（Cook, Henry）という悪評判の本屋がワット（Watts, Charles,１８３６‐１９０６）によって

復刻された『哲学の果実』に２枚の春画をそう入し、販売した〔吉田秀夫著『新マルサス

主義研究』（大同書院、１９４０年）２２１‐２頁〕。

１８）クックは１８７６年の冬から２年間の重労働の刑に処された〔ハイムズ前掲訳書１９９頁〕。

１９）１８６０年４月１４日（土）に創刊された週刊誌（１号あたり８０頁前後）『ナショナル・リフォー

マ』は、当初ブランドローと共同編集者（週給５ポンド）のバーカー（Barker, Joseph,１８０６

‐７５）とによって編集され、約８０００部販売されていた。しかし避妊やマルサス主義に対す

る見解の相違から、２人は早々と絶交することとなった。１８６１年９月７日号以降はブラド

ロー１人で編集にあたっていたが、１８６３年２月から６６年４月までの間はワット（Watts,

John）が編集した。その後はチャールズ・ワットが副編集者としてブラドローを支え、ま
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たブラドローの没後はロバートソン（Robertson, John Machinnon,１８５６‐１９３３）を手助けし

た〔Hypatia Bradlaugh Bonner, Charles Bradlaugh, 4th ed. (London: T. Fisher Unwin,１８９８），Vol.

I, p．１３１や、ハイムズ前掲訳書１９８‐９頁等を参照〕。なお C．ワットは１８７７年２月に２００ポン

ドの罪金を支払っただけで、放免となった〔吉田前掲書２２６頁〕。

２０）ブラドローとベザントは自由思想出版社を起こし、そこで『哲学の果実』を印刷し、１８７７

年３月２４日（土）の午後４時から１時間、これをフリート街の裏手にある店（ストンカッ

ター街、ファリントン通りにあった）で１部６ペンスで販売した〔吉田前掲書２２６‐７頁、

富山前掲論文１０頁などを参照〕。

２１）２人は『哲学の果実』を販売した数日後には逮捕され、最初は市庁舎で審理され、その後

中央刑事裁判所をへて、最終的には移管命令によって高等法院の女王座部に回され、裁判

長コックバーン�（Cockburn, Sir Alexander James Edmund,１８０２‐８０）の裁定を受けること

となった〔吉田前掲書２２７頁等を参照〕。

２２）陪審員は『タイムズ』紙の所有者の子息であるウォルター（Walter, Arthur Fraser,１８４６‐１９１０）

を含む裕福で地位の高い人たちであった〔吉田同上書２２７頁〕。なお２人は６月２８日に禁固

６ヶ月、１人当たり２００ポンドの罰金、および保釈金５００ポンドという判決を言い渡された。

２３）７８年２月の控訴審において、２人は告訴の内容そのものにわいせつが含まれているとの判

断で、無罪放免となった〔Fryer, The Birth Conroller, p．１６４〕。

２４）１８７７年の数ヶ月間のうちに、『哲学の果実』は１２万５千部を売り上げた。また１８７６年から

９１年の間に、『哲学の果実』と『人口の法則』とは合わせて、少なくとも４１万部販売され

た〔ハイムズ前掲訳書２０２頁、荻野前掲書４７‐９頁〕。

２５）この裁判の経過と結末については、ハイムズ前掲訳書１９９‐２０２頁や、吉田前掲書２３０‐１頁

を参照。ちなみにツルーラヴが逮捕されたのは１８７７年５月２２日（火）で、中央刑事裁判所

で判決（重労働無しの監禁と５０ポンドの罰金）を受けたのが翌年の５月９日であり、刑を

おえて釈放されたのが同年の９月１２日のことであった。

２６）マルサス主義連盟は７月１７日（火）に２２０名の会員で発足し、同月２６日の午後８時半から

City Roadの old streetにあった科学会館の小会堂で初会合をもった〔吉田前掲書２０２‐３、

２１１頁〕。

２７）選出された書記官はベザント夫人のほかに、ヘンバー（Hember, Rober G.）氏とシアラー

（Shearer, R.）氏とであった〔吉田同上書２０２頁〕。

２８）ヴィケリイの生きざまについては、佐藤共子「婦人医学生と新マルサス主義」『一橋論叢』

第７５巻第６号（一橋大学一橋学会、１９７３年）を参照。

２９）ドライズデール兄弟の略伝については、さしあたり拙稿「ドライズデール兄弟に関する資

料」『長崎県立大学経済学部論集』第４３巻第２号（長崎県立大学学術研究会、２００９年）を

参照。

３０）１９２１年２月２２日のこと〔Ledbetter, Rosanna, A History of the Malthusian League 1877-1927（Co-

lumbus: Ohio State Univ. Press,１９７６），p．２１８〕。
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３１）会はホルボーン・レストランで７月２６日の午後８時に開かれ、約２００名の人たちが出席し、

シタビラメやヴォローヴァン（ふた付きのパイ）が振舞われた〔Ledbetter, op. cit., p．２２９〕。

３２）ホワイト（White, James,？‐１９１１）は１９１１年に避妊の図解を盛り込んだホームズの『真の

道徳性、すなわち新マルサス主義の理論と実際』（初版は１８９０年刊）をスタンレー市場で

販売したかどで、ダーハムで２０ポンドの罪金刑を科せられた。またホームズ自身もこの冊

子を郵送販売した罪で１９１２年５月にウォンティッジ小治安裁判を受け、１０ポンドと裁判費

用の支払いを科せられ、控訴した。けれどもバークシャー四季裁判は１９１２年７月１日にこ

れを棄却した〔Fryer, Peter, British Birth Control Ephemera 1870-1947（Leicester: Barracuda Press,

１９６９），p．１９〕。

３３）オードレッドと彼の妻（Witcop, Rose）とはマーガレット・サンガーの小冊子『家族制限』

（初版は１９１４年刊）を販売したかどで、１９２３年１月に警察裁判所に起訴された〔Fryer, The

Birth Controllers, p．２５９〕。

３４）カーペンターは多方面から性を研究し、１８９６年に『男女関係の進展』を著し、恋愛の自由

を支持し、受胎調節の絶対確実な方策の必要性を説いた〔チェスラー前掲訳書１０３頁〕。ま

たカーペンターは１９１５年にイギリス性心理学研究会を創設するのに尽力したりもした〔荻

野前掲書１３７頁〕。

３５）エリスは全６巻の大著『性心理学研究』（１８９７‐１９１０年）を著し、性は本質的に善であり、

積極的に楽しむべきものと主張した。女性にも男性と同様に性的欲求があり、その充足を

求める権利があるとし、受胎調節による女性の性の解放を説いた。そのさい女性は避妊の

実践によって少数の良い子供を産み育てることで社会に貢献しうると考えてもいた〔荻野

同上書８４、２１４‐６頁、チェスラー同上訳書１０５頁〕。

３６）ゲディスとトムソンは１８８９年に『性の進化』を公刊し、細胞代謝に基づく性差の理論を提

起した。２人によれば、男性の細胞は活動的で、精力的であり、他方女性の細胞の方は受

動的で、生命維持の働きを担っている。その結果、男性は精子のように攻撃的で、闘争的

で、かつ創意に恵まれた存在であり、一方女性は卵子のように、まろやかで、利他的で、

他を育む存在であると解された〔ショーウォーター（Showalter, Elaine）著山田晴子・薗田

美和子訳『心を病む女たち』（朝日出版社、１９９０年）１５４頁〕。

３７）１９１３年の後半から翌年の全般にわたって、毎月約２００枚のチラシが配布された〔Ledbetter,

op. cit., p．２１１〕。

３８）当時最も流通していた類はネズ（植物）油、すなわちサビン油を含有していたビーチャム・

ピルで、１箱当たり１～４シリングで、年間約６００万箱も販売されていた。その他ハッカ

油の錠剤、麦角、キニーネなども堕胎薬として利用されていた〔ハイムズ前掲訳書２７３頁、

およびポッツ（Potts, Malcolm）、ディゴリイ（Diggory, Peter）著池上千寿子・根岸悦子訳

『文化としての妊娠中絶』（勁草書房、１９８５年）１２７、１３２‐５頁〕。

３９）『妻の手引』は実際には１部６ペンスで１８８４年か、あるいは１８８５年頃に売り出された〔ハ

イムズ前掲訳書２０８頁〕。

イングランドにおける受胎調節運動

３４７



４０）オールバットは従来の幾つかの避妊法に加えて、英語圏では逸早くドイツの産婦人科医メ

ンシンガ（Mensinga, Whilhelm, Peter Joh,１８６１‐１９０８）が１９８０年に創案したペッサリーの使

用を説いている〔ハイムズ前掲訳書２０８‐９頁〕。

４１）１８５８年に成立した「開業内科医と外科医の資格を規定する法律」（略称、１８５８年医師法）

に基づき、登録の事務、登録簿の維持・管理の一切は枢密院の管轄の下で行なわれた。な

おこの協議会も、女王とイギリス連合王国の１９の医師資格付与団体からの代表１７名とが枢

密院の助言にそって任命した６名の委員から構成されていた〔村岡健次著『ヴィクトリア

時代の政治と社会』（ミネルヴァ書房、１９８０年）３０８‐１３頁、ならびにローズ（Rhodes, Philip）

著丸井英二訳『医学と社会のあゆみ』（朝倉書店、１９９０年）２０２頁〕。

４２）１８８７年２月１５日のエディンバラ王立医科大学による免許と会員のはく奪に始まり、８９年７

月６日の控訴院での棄却で終わるオールバット事件の�末については、ハイムズ前掲訳書

２１０‐２頁や、吉田前掲書２３２‐８頁を参照。

４３）正確には、ヤコブスは７９年にアムステルダムで開業し、８２年以降そこに世界最初の避妊相

談所を開設した〔荻野前掲書４９頁〕。

４４）厳密には、サンガーは R.M.S．バージニア号に乗船し、１９１４年の１１月の終わりにロンドン

に到着し、翌年の１０月にマンハッタンの港に降り立った〔チェスラー前掲訳書９５、１０３、

１１６頁〕。

４５）サンガーはまず当時マルサス主義連盟の会長であった C.V．ドライズデールに連絡をとり、

さらに彼の母アリス・ヴィケリイを介してシュライナー（Shreiner, Olive,１８５５‐１９２９）やブ

ラウン（Browne, Frances W. Stella,１８８０‐１９５５）と出会い、そしてまたブラウンを通じて H．

エリスと知り合った〔荻野前掲書８３‐４頁〕。ちなみにその後、サンガーは１９２０年５月～１０

月や、１９２１年および１９２２年の夏頃にもロンドンに滞在している〔チェスラー前掲訳書１５８、

１７５、２１３‐４頁〕。

４６）荻野前掲書７８頁を参照。但し、サンガーがこの言葉を初めて活字にしたのは『女性反逆者』

誌の１９１４年６月号においてである〔亀井前掲書１３６頁、チェスラー前掲訳書８７‐８頁〕。

４７）１０月１６日のこと〔チェスラー前掲訳書１４１頁〕。１回の相談料は１人１０セントにすぎなかっ

たが、サンガーと女性のボランティアのミンデル（Mindell, Fania）とは同月２６日に検挙さ

れた〔荻野前掲書９２頁、チェスラー同訳書１４３‐４頁〕。

４８）公判は１９１７年１月２９日に行なわれ、ミンデルには５０ドルの罰金が科せられ、サンガーは５０００

ドルの罰金刑か、それとも３０日間の禁固かの二者択一を迫られた〔チェスラー前掲訳書１４９

‐５０頁〕。

４９）ストープスは１９０３年の夏にミュンヘン大学から博士（化石植物学）号を取得し、さらに１９０４

年にはロンドン大学から理学博士を授与され、イギリスで最年少の理学博士となった〔河

村貞枝「『結婚愛』から「母の診療所」へ」川本静子・北條文緒編『ヒロインの時代』（図

書刊行会、１９８９年）１９２‐３、２０２頁、および荻野前掲書１０８頁〕。

５０）ストープスはマルサス主義連盟の事務局長ダンロップ（Dunlop, Binnie, M. B., Ch. B.,１８７４

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）

３４８



‐１９４６）らの支援を受け、１９１８年３月２６日にファイフィールド社（Fifield & Co.,）から『結

婚愛』を上梓した。その売れ行きは爆発的で、２週間で２０００冊以上が売れ、１年で６版を

完売する勢いで、１９５５年までに２８版を重ね、累計１０３万２２５０部が販売された。また１２ヶ国

語に翻訳され、１００万冊以上が売れた〔河村同上論文１９６頁、荻野前掲書１１４頁、チェスラー

前掲訳書１５９‐６０頁、ローズ（Rose, June）著上村哲彦ほか訳『性の革命』（関西大学出版部、

２００５年）１６０‐３、１６６、１７０、２９８頁〕。

５１）ストープスの３２頁の簡便な避妊の手引書『賢明な母親』（１９１８年）をはじめと関連諸著作

については、荻野前掲書１１６頁、巻末文献案内�頁を参照。ストープスが１９２１年３月末日

に開き、２０００人以上もの人々が参集した受胎調節に関する一般集会等の模様については、

ローズ同上訳書２３２‐７、２７７頁を参照。またその直後にストープスが創設した「医学的研

究による建設的受胎調節および民族的発達のための協会」による１部１ペニーの月刊紙『受

胎調節新聞』については、河村同上論文１９７‐８頁、ローズ同上訳書２５２、３１０、３２８頁等を

参照。

５２）ストープスは夫のロー（Roe, Humphrey Verdon,１８７８‐１９４９）と共に、１９２１年３月１７日に北

ロンドンの貧しい地域、ホロウェイ、マールボーロ通り６１番（但し、１９２５年にはロンドン

の中心部ホイットフィールド街に移転）で、小型ペッサリーを中心に避妊相談を無料で開

始した。ちなみに初年度の相談者数は平均して１日（土・日は閉室）３名程度であった〔ロー

ズ同上訳書２２７‐９、２９３頁〕。

５３）ストープスはこれを、「子女の出生および出生間隔の決定的な調節を意味する。すなわち、

多産の母の出生については、適当な子女の間隔を確保し、あるいは種を腐敗させるような

両親の出生はこれを絶対に阻止すると同時に、母たらんと希望する女性には受胎を確保す

ることを意味する」と定義している〔安藤編前掲書９０頁、および荻野前掲書１９７‐９頁〕。

５４）マルサス主義連盟の会長 C.V．ドライズデールは１９１３年以降常に相談室の設置を主張し、

１９２１年１１月９日についにエレファント・アンド・キャッスルの裏手、ウォルワースの東通

り１５３番ａに相談室を開設した〔ローズ『性の革命』２４７‐８頁〕。なおこの相談室の最初の

医官はオーストラリア出身の婦人科医ヘアー（Haire, Norman,１８９２‐１９５２）であった〔荻野

前掲書１６４‐５頁、ローズ同訳書２６９頁〕。

５５）正確には、カトリック教徒のホイートリー（Wheatley, John,１８６９‐１９３０）が１９２４年に労働

党マクドナルド（MaCdonald, James Ramsay,１８６６‐１９３７）内閣の厚生大臣に就任し、同年４

月に受胎調節相談所準備協会へと改組されることになった〔ローズ同上訳書２９４頁〕。

５６）ヘアーはウォルワース・センターが再開した数ヶ月後にはセンターから追い出され、女医

のフラーがその後任に就任した〔Soloway, Birth Control and the Population Question in Eng-

land, p.１９３〕。

５７）例えば、１９２４年１１月に開設されたノース・ケンジントン福祉センターでは、１相談につき

１シリングを徴収した〔Fryer, The Birth Controllers, p．２５３〕。

５８）移動相談所は「ワゴン車に、実際の治療に必要な器具や看護婦を乗せ、さらにはその地域
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に受胎調節の知識を広めるための書籍を積んで、方々旅して回る」というものであった

〔ローズ『性の革命』２９３頁〕。ちなみに１９２８年１１月にブラッドフォードで移動相談所に火

を放ったのは３５歳のローマ・カトリック教徒のエリス（Ellis, Elizabeth）〔同訳書３１０頁〕。

５９）チャンスは１９３１年に『イギリスにおける道徳の代価』を著し、その中で中絶の合法化を説

き、３６年に合法的中絶の実現を目指して、ジェンキンズ（Jenkins, Alice,１８８７‐）夫人らと

共に堕胎法改正協会を結成し、議長となった〔荻野前掲書１４１‐２頁〕。

６０）教区牧師の息子で、レスターの保健医官を２０年務めた。１９１４年にマルサス主義連盟の副会

長となり、１９２２年７月１１日～１４日にロンドンで開かれた第５回新マルサス主義・受胎調節

国際会議で医療部会の議長を務めた〔Fryer, op. cit., p．２４７〕。またストープスとも親交があっ

た〔ローズ『性の革命』１９９、２１６、２３３頁〕。

６１）ミラードはまず１９１９年頃に医師と母性健康委員会に対して質問書を送り、ついで１９２２年に

B．ダンロップと共同して主としてロンドンとその地域に居住する男性の婦人科医に向け

て第２回目の質問書を送付し、６５人からの回答を得た。その集計結果によれば、避妊法の

使用への賛同者は反対者に比べ３対１の割合で多かった〔ハイムズ前掲訳書２５７‐８頁〕。

６２）前ウィンチェスター校の校長で、サウスワークの主教であったバーグ（Burge, Hubert,１８６２

‐１９２５）は１９１３年に公共道徳国民協議会を国家出生率委員会（the National Birth-Rate Com-

mision）へと改組した。この委員会には１０名の聖職者が入っていた〔Fryer, op. cit., p．２４１〕。

６３）さしあたりエイベル＝スミス（Abel-Smith, Brian）著多田羅浩三・大和田健太郎訳『英国

の病院と医療』（保険同人社、１９８１年）５５‐９頁や、荻野前掲書１６３頁等を参照。

６４）例えば、「１９２８年のイングランド・ウェールズでは妊産婦死亡率は出生１０００対４．４２であっ

た。１９７５年までに、この値は出生１０００対０．１１（流産は除く）まで落ちてきた」と概説され

ている〔ローズ『医学と社会のあゆみ』１８９頁〕。

６５）王立環境衛生院は１９０８年に保健婦に対して試験制度を導入し、翌年にはロンドン州庁が逸

早く任用する保健婦を、「一定の医学的資格の所有者、充分な教育と経験のある看護婦、

中央助産婦委員会の免許状所有者、あるいはまた看護婦の経験に加え自治体認可の協会が

発行する免許状所有者など」に限定した。１９１８年の母子福祉法の公布後は、ロンドン以外

の地域もそれにならった。そして王立環境衛生院は１９２４年に保健婦を任命するための試験

を管理し、候補者に資格を与える中央機関を設置した。こうした結果、１９２８年４月１日以

降、勤務保健婦は王立環境衛生院の免状を有すことを求められるようになった〔ローゼン

（Rosen, George）著小栗史郎訳『公衆衛生の歴史』（第一出版、１９７４年）２８０‐２頁〕。

６６）例えば、イギリス医師会の委員会による１９３６年の報告によれば、全妊娠の１６～２０パーセン

トが堕胎で、またその大半が非合法のものであった〔安藤編前掲書１０１頁〕。また「１９３０年

代の違法中絶の普及」も検出、指摘されていて、例えば人口調査委員会のヤーグ教授は「妊

産婦死亡に対する中絶死の比は、１９３０年の１０．５：１００から、１９３５年には１８．２：１００に上った」

と記述している〔ポッツほか前掲訳書６７、２１５頁〕。

６７）サー・コミンズ・バークレイ著慶応義塾大学医学部内研医会訳『助産婦学読本』（公文館、
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１９５１年）などの著作がある。

６８）『最初の５千人』（１９２５年）のこと〔河村前掲論文１１９頁、ローズ『性の革命』２９３頁〕。こ

の報告書によれば、避妊の成功率は数字上では９９パーセントを上回っているが、それを鵜

呑みにすることができないことが検出、指摘されている〔荻野前掲書１２６‐７頁、ローズ同

訳書３１８頁〕。

６９）委員長のローレストンはジョージ５世の侍医で、かつケンブリッジの医学の欽定講座担当

教授であった。また１９２５年には、ケンブリッジにできた受胎調節相談所の所長も務めた〔So-

loway, op. cit., p．２６６〕。なおこの委員会には、進化生物学者で、優生論者のハクスリー�

（Huxley, Sir Julian,１８８７‐１９７５）などが入っていた〔ローズ『性の革命』３２７頁〕。

７０）ハイムズは哲学博士で、ニューヨークのハミルトン大学、コルゲイト大学の社会学担当教

授であった。またサンガー夫人とも交流があった〔ハイムズ前掲訳書解説３０４頁〕。

７１）第１次報告は『低下している出生率、その原因と影響』（１９１７年）として、また第２次報

告は『人口問題と親たる資格』（１９２０年）として出版された。このうちとくに２次報告書

の第�節「出生率の自発的抑制」pp．４１‐７６が重要で、出生率の低下への憂いが示されてい

る。なおこの報告に触発されて、カトリック教徒のサザーランド（Sutherland, Halliday Gib-

son）博士らが１９２６年に国民生活連盟を結成し、受胎調節の反対し出生率を上昇させよう

とした〔安藤編前掲書８６、１０２頁〕。

７２）１９２７年にジュネーヴで開かれた世界人口会議（２７ヶ国の学者たちが参加）の要請を受けて、

翌年に結成され、１９３１年にローマで開催された国際人口会議をイタリア政府の支援の下に

主催した。これらの会議により人口問題研究への関心は国際的に高まったけれども、具体

的な避妊法の研究については、ほとんど進展はなかった〔安藤編前掲書８５頁、荻野前掲書

１５８頁〕。

７３）経済学者でこの新聞の編集にも関わっていたコックス（Cox, Harold,１８５９‐１９２３）はストー

プスの建設的受胎調節に共鳴していて、『ウーマンズ・リーダー』紙にはしばしばストー

プスの相談所やマルサス主義連盟関係の広告が掲載された〔ローズ『性の革命』２３９‐４１頁〕。

７４）この薄緑色の月刊誌は『マルサシアン』という名称で１８７９年２月から１９２１年まで発行され、

１９２２年１月以降１９４４年８月の終刊号までは『ニュー・ジェネレーション：合理的な受胎調

節』と改称され刊行された〔Ledbetter, op. cit., pp．７９，２２３〕。ちなみに１９２２‐５年には１部

６ペンスとなっていた販価は１９２６年以降は３ペンスに引き下げられた〔Fryer, British Birth

Control Ephemera, p．２３〕。

７５）１９２２年５月に創刊されたこの新聞には「政治家の新聞」という副題が付されていて、１９４６

年まで発行された〔ローズ『性の革命』２５２頁〕。

７６）サンガーは非営利慈善団体に関する法律に則って、１９２２年にアメリカ受胎調節連盟を組織

し、また『受胎調節ニュース』は２３年に同連盟に吸収され、１９４０年１月に廃刊になるまで

刊行された。なお『受胎調節ニュース』は最盛期には１万５千部から３万部発行された〔チェ

スラー前掲訳書１５７、１９５‐６頁〕。
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７７）１９０７年１２月に、全国的組織である優生教育協会〔ダーウィン（Darwin, Leonard,１８５０‐１９４３）

が１９１１年から２８年までその会長〕がロンドンで設立され、オーストラリアのシドニーにも

支部を置くなど、登録会員数は約１７００人に上った。優生協会はその後この優生教育協会が

１９２６年に改称した組織のことである〔ケヴルズ（Kevles, Daniel J.）著西俣総平訳『優生学

の名のもとに』（朝日新聞社、１９９３年）、１０７‐８、１９９頁、荻野前掲書１７１‐２、１７９‐８２頁〕。

７８）詳しくは、荻野前掲書１９０‐３頁や、重森臣広「英国優生運動の統治レトリック�」『政策

科学』第１４巻第２号（立命館大学政策科学会、２００７年）４頁を参照。

７９）Soloway, op. cit., pp．２０１‐４を参照。

８０）優生協会は１９２７年２月以降統制庁と何度か接衝し、１９３０年４月に新たな断種法案を統制庁

に送ったけれども、統制庁は翌年の４月の会合でこの案の提出の意図のないことを協会側

に伝えた。そして１９３１年７月２７日に優生協会会員でもある労働党のチャーチ（Church, A.

G.）から提出された断種法案は、任意断種の対象者を遺伝的な精神薄弱者のみとし、かつ

それ判断し手術を行なうのを医師のとするという法案であった。しかしこの法案も最終的

には賛成８９票、反対１６７票で否決された〔中村満紀男編著『優生学と障害者』（明石書店、

２００４年）３９‐４３頁〕。

８１）同年８月４日～６日のこと。ちなみに海外では、ゲリツェンらが１８８１年１１月１２日にオラン

ダ新マルサス主義連盟を結成し、ついで１８８９年にはドイツのハウスマイスター（Hausmeis-

ter, Max）がシュトゥットガルトで社会調和連盟を発足させ、また１８９６年にはフランスで

ロバン（Robin, Paul,１８３７‐１９１２）が人間再生連盟を創設させた〔安藤編前掲書８３‐４頁や、

Ledbetter, op. cit., pp．１７２‐１８８を参照〕。

８２）ラッセル（Russel, Mrs Dora Winifred,１８９４‐１９８６）夫人らは１９２４年５月に保健大臣ホイート

リーへ母子福祉センターで避妊についての指導を国費で行なえるよう申し入れた。しかし

カトリック教徒のホイートリーはこれを断固として拒絶し、むしろセンターに対して避妊

指導を一切なさないよう命令を発した〔荻野前掲書１４０頁〕。

８３）１９１２年７月に発効された国民保険法は１９１９年に改訂され、保険料が被保険者５ペンスに引

き上げられ、あわせてまた被扶養者への給付が廃止された。これによってとりわけ若い母

親を抱える低所得家庭が苦境に陥っていった〔小山路男著『西洋社会事業史論』（光生館、

１９７８年）２４２頁〕。

８４）ショアディッチ地区からの労働党議員サートル（Thurtle, Ernest,１８８４‐１９５４）が１９２６年２月

９日に発議したけれども、マザーウェル（スコットランドのグラスゴの南東）地区からの

労働党議員バー（Barr, James）牧師から反ぱくされ、結局賛成８２票、反対１６７票におわっ

た〔Soloway, op. cit., p．２９０〕。

８５）バックスマスターは法廷弁護士で、アキス（Asquith, Herbert Henry,１８５２‐１９２８）戦時内閣

時（１９１５‐６年）の大法官であり、かつマルサス主義連盟の副会長であった。彼の提案は

カンタベリー大主教ダヴィドソン（Davidson, Randall Thomas,１８４８‐１９３０）からの反対を受

けたけれども、ラッセル伯（Rusell, Bertrand Arthur William, 3rd Earl,１８７２‐１９７０）やレンベ
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リー�（Wrenbury, Sir Henry Buckley, 1st Baron Wrenbury,１８４５‐１９３５）によって支持され，

賛成５７票、反対４４票で可決された〔Fryer, The Birth Controllers, p．２６１〕。

８６）それゆえ例えば、認可組合では、女性が結婚する時、健康保険のための２６週間分の保険料

の支払いを命じて、新婦を新入会員のように取り扱おうとした〔今井けい著『イギリス女

性運動史』（日本経済評論社、１９９２年）３７７‐８頁〕。

８７）ロンドンのシティ部にある貧しい労働者階級の密集地区〔Soloway, op. cit., pp．３０，１８４〕。

８８）Soloway, op. cit., p．３０９を参照。

８９）マクドナルド内閣は１月に発足したが、１１月には退陣を余儀なくされた。その後２９年初め

に労働党が第１党に躍進したのを機に、第２次内閣（１９２９‐３１年）を組閣した〔松村赳・

富田虎男編著『英米史辞典』（研究社、２０００年）４４１頁〕。

９０）５月にロンドンで開催された〔Ledbetter, op. cit., p．１１２〕。

９１）アレドレッドは妻ウィツコップ（Witcop, Rose Lilian）と共に自由主義的共産主義者で、１９２３

年に『扇動者リチャード・カーライル』を著した。彼が編集し、バークニン出版から１９２３

年に出版、販売した『家族制限』には幾枚の図版や堕胎へのあいまいな言及とが編入され

ていて、同年１月に西ロンドン警察裁判所に起訴された〔Fryer, The Birth Controllers, p．２５９、

また本訳注３３も参照〕。

９２）１８８３年の協同組合大会に集まった労働者の主婦たちが「共同主義のための女性連盟」を結

成し、翌年、この連盟がオクスフォード大学の教師の妻アリス（Acland, Alice,１８４９‐１９３５）

により女性協同組合へと改変された。女性の領域は家庭であり、良き主婦、良き協力者で

あることを信条とし、主婦自らが発言、報告することで自立した女性へとなっていく機会

を提供しようとした。出産手当、育児（母性）手当を求める運動を展開した〔河村・今井

編『イギリス近現代女性史入門』２２５頁〕。

９３）自由党を支持する女性たちが１８８７年に選挙運動のために結成した組織で、初代の会長はグ

ラッドストン（Gladstone, William Ewart,１８０９‐９８）首相の夫人であった〔ストレイチー『イ

ギリス女性運動史』２３２‐５頁〕。

９４）１８９７年にフォーセット（Fawcett, Millicent Garrett,１８４７‐１９２０）によって結成された女性参

政権協会全国連合は１９１９年にこの連合に改組され、後に１９２９年に女性初の無所属国会議員

となったラスボーン（Rathbone, Eleanor,１８７２‐１９４６）がフォーセット夫人に代って会長と

なった。ちなみにこの連合は「責任ある市民としての女性教育」を掲げていた〔ストレイ

チー同上訳書３１３頁、３６２頁訳注２〕。

９５）１９２９年頃には、鉛の使用は終焉し、それに代ってキニーネがアピオル、ハッカ油と共に利

用された。１９３０年代、イギリスの労働女性は銀衣錠キニーネ５０錠を７シリング６ペンスで

購入していた〔ショーター（Shorter, Edward）著池上千寿子・太田英樹訳『女の体の歴史』

（勁草書房、１９９２年）２３２‐４頁、また本訳注３８も参照〕。また堕胎薬の服用者は年間約１０

万人で、１９３１年には女性の４人に１人は堕胎の経験者か、またはしようとした経験者かで

あるとも論じられた〔荻野前掲書１３４頁〕。

イングランドにおける受胎調節運動
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９６）この点については、ジマーマン（Zimmerman, Anthony）著関場須美子訳『過剰人口とカト

リシズム』（春秋社、１９６３年）第７章や、ランケ＝ハイネマン（Ranke-Heinemann, Uta）著

高木昌史ほか訳『カトリック教会と性の歴史』（三文社、１９９６年）３６５‐７４、３８７‐９４頁など

を参照。

９７）会長は婦人科医のマッカン（McCann, Frederick J.,？‐１９４１）博士で、副会長はウースター

主教（１９０２‐４年）、バーミンガム主教（１９０５‐１１年）、オクスフォード主教（１９１１‐９年）

を歴任したゴーア（Gore, Charles,１８５３‐１９３２）ほかであり、年間２シリング６ペンス以上

を寄付する５６０名の会員を擁していた。また１９２９年から３９年にかけて『国民生活』誌をサ

リバン（Sullivan, Richard）の編集によって発行しもした〔Fryer, The Birth Controllers, p．２６５、

また本訳注７１も参照〕。

９８）イングはイギリス国教会の主席スポークスマンで、１９１９年刊の『歯に着せない評論集』の

中で受胎調節の肯定論を述べた。とりわけ優生学的見地から「好ましからざる血縁」に対

する受胎調節の導入、普及を主張した〔安藤編前掲書８８頁、荻野前掲書１７２、１９２頁、チェ

スラー前掲訳書１９０頁〕。

９９）１９２０年にランベス（Lanbeth、ロンドン南部の自治区で、カンタベリー大司教の居館があ

る）で開かれたランベス主教会議は再度不自然な避妊法について痛難した。これに対し、

国王の侍医で、ロンドン病院の診察学者であったドーソン�は１９２１年１０月にバーミンガム

の教会会議で受胎調節を認めるよう弁じた〔安藤編前掲書９１頁、グリーン（Green, Shirley）

著金澤養訳『避妊の世界史』（講談社、１９７４年）２８‐９頁〕。その後、１９３０年になって、ラ

ンベス会議は「親になることを制限したり、避けたりすることが道徳的義務として明確に

感知されるならば、その方法はキリスト教の原則によって決定されねばならない。主要で

明白な方法は交わりの全き節制である…しかし全き節制に従わない道徳的にもっともな理

由があるならば、同一のキリスト教の原則に照らして行なわれるという前提の下で、他の

方法が用いられてもよいと当会議は同意する」とし、慎重な姿勢の下に避妊を容認した

〔ジョンセン（Jonsen, Albert A.）著細見博志訳『生命倫理学の誕生』（勁草書房、２００９年）

３７５‐６頁〕。

１００）結局、「１９３０年に労働党政権はしぶしぶながら、それ以上の出産は健康に害あると認めら

れた既婚女性の場合に限り、母子福祉センターで避妊指導を行なうことを許可するに至っ

た…もっともその結果４２３あるセンターのうち、実際に何らかの行動を起したのは２５３で、

３７年までにクリニックが開設されたのは９５ヶ所だけであった。」という状況になっていく

〔荻野前掲書１４１頁〕。
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